
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10月4日（火）長野市「南千歳公民館」において長野地本「緊急代表者会議」を開催し

ました。当日は各支部、分会の代表者が集まり、2022 年度の年末手当の取り組みに

ついて議論しました。 

 

  臼井委員長からは、年末手当の意思統一をしていく。 

 東日本労働組合は、 

① 基準内賃金の 3，7カ月を要求 

② 全社員一律の月数要求 

③ 12月 9日までに支給すること 

  以上の要求を 10月 14日の本部中央執行委員会で確認 

 すること、その後会社に要求していく事が話されました。 

昨年は夏季手当と年末手当の支給の合計が4ヶ月分でした。2019年のコロナ禍前

までは夏季手当、年末手当の合計が６，０９ヶ月出ていて、６ヶ月分は平均して支給され

ていました。 

 

＜過去５年間の夏季手当実績（単位：月数）＞    
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＜過去５年間の年末末手当実績（単位：月数）＞ 

 

3.7ヶ月要求！  年間 6ヶ月分 

を目指す！ 
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E-mail  naga-30-naga@hotmail.co.jp 


